

第2章　ナイキのC S R基本コンセプト
2-1　基本理念
 2007年、「ナイキ」と全米プロバスケットボールリーグ（NBA）チーム、フェニックス・サンズのスティーブ・ナッシュと共同で、ゴミから靴を作るプロジェクト「Nike Trash Talk」を立ち上げたのである。同プロジェクトでは、製造過程で出る通常廃棄される革、合成皮革、環境に優しいゴム、靴箱などのゴミを活用し、バスケットボールシューズを製造するものである。「ナイキ」にはゴミ削減と環境に配慮した原料を活用するための自社規範「Nike’s Considered sustainable design standards」があり、2011年までにすべての革商品、2015年までに衣料品、2020年までに備品に順次適用していく計画を発表しているのである。「Nike Trash Talk シューズ」も同規範に適応するものであり、イノベーションを用いて環境の持続可能性を考慮し、資源の有効活用することを主要なコンセプトとしているのである。「ナイキ」の CSRコンセプトは、「企業責任は成長と革新を促すもの」である。「Nike Trash Talk」プロジェクトに沿って展開された1つの事例といえるのである。
2-2　ナイキのCSRの改革
「ナイキ」のCSRの4つのキーワードを説明する。第1のポイントは、「リーダーシップ」である。1998年「ナイキ」では企業責任の副社長として，マリア・ アイテルを外部からスカウトした。CSR対応は、多様なテーマに渡るため，担当部門で個別に行われるが、社内での情報共有は十分に行われないケースが多いのである。しかし、「ナイキ」では、副社長である彼女が指揮をとり「ナイキ」に寄せられる企業責任に関するさまざまな要請に対して意思決定を行うのである。経営戦略との融合性のバランス一貫性などを考慮した戦略的な対応を行っている。第2のポイントは、「イングリティー」(誠実さ) である。2001年、初めて「労働、環境、社会貢献、多様性」に関する「ナイキ」の現状と課題を解決するための企業レポートを作成したのである。CSRの実践において重要なことは，CSRに関連して社会的批判を浴びた場合、まず間違えがあるかを検証し，誠実に社会へ説明責任果たすことである。このように、ステークホルダーへ直接的・間接的に伝えることによって、社会との関係を形成することができるのである。 第3のポイントは，「パートナーシップ」である。1999 年、「ナイキ」はアパレル企業、世界銀行、財団、大学らとともに、「グローバル・アライアンス」というNGOを設立した。同NGOは，開発途上国の工場の労働環境 について現場調整をし、その内容を公開すると同時に、改善策の策定・徹底を図る活動を行っているのである。現在は、インドネシア、タイ、ベトナム、中国などで活動しているのである。このように「ナイキ」は、競合各社と賃金を拠出して設立したNGOと連携することによって、客観的な立場から課題解決に取り組んでいるのである。第4のポイントは、「ストラテジー」(戦略)である。CSRの実践においては、企業経営と社会的責任のバランスを貫くことが重要である。「ナイキ」は工場問題などによって強い社会批判を受けてきたが、経営戦略を遂行する上で重要な決断は妥協することなく決断してきたのである。また、よりよいきめ細やかな経営のため、労働
者自身が考えを持つことを重要視しているのである。
2-3 ナイキのCSRの特徴（労働問題対策）
　2-3-1　スウェットショップ問題 
「ナイキ」は，独特な国際分業体制で事業を行ってきたのである。自ら生産設備を持たないファブレンス・カンパニーである。本社は米国オレゴン州にあり、総括・調整や研究開発を行っているのみで、すべての生産はコストの低い海外の下請企業に発注する。生産拠点はアジアを中心とする発展途上国で、労働者の85%は若く(15〜28才)、地方出身者が多い。中には、非衛生的環境での労働、低賃金、長時間労働、各種ハラスメント の問題が存在したのである。 1997年、これらがNGOにより暴露され「ナイキ」に対して米国を中心に反対キャンペーンが起き、「ナイキ」製品の不買運動、訴訟問題にまで発展したのである。これを「スウェットショップ問題」というのである。この問題の背景は3つある。最初に、生産に不慣れな国に送られた指導員が元軍人であったため、体罰や暴力が問題となったのである。次に、独自の宣伝戦略である。「世界で通用する商品を、世界的に知名度の高いアスリートを使ってイメージ作りをするマーケティング戦略」によって、宣伝広告費が収益を圧迫し、コスト削減が強いられたのである。最後に、フューチャー・オーダー・システムである。計画的な生産のために半年前から注文を取り、追加生産を一切せず、返品を受け付けない。無駄のない生産ができるが、生産性アップのために労働強化が強要され、ノルマの割当、暴力や非人道的な罰則などの原因となったのである。 

2-3-2 労働問題 

「スウェットショップ問題」を契機に「ナイキ」の労働環境は改善されたと言われる。そこで、「2001年CR報告書」を基に、「ナイキ」の労働環境の変化について具体的に概観するのである。「ナイキ」は契約している工場において、年齢の基準を下回る労働者に対して3つの基準のもと管理を徹底しているのである。最初に、内外部の監視から問題点に焦点を合わせることである。次に問題点の成り行きに基づいて工場の責任者への教育、子供の労働において、有償の罰を設置することである。最後に、靴の生産ラインは18歳以下、装飾品や備品の生産ラインは16歳以下、または地域が定める年齢制限以上にすることである。 700以上の工場の50万人以上の労働者に支払われる賃金を労働状況に合っているか確認をしているのである。最終的には、すべての労働者が少なくとも法的な最低賃金が支払われることを目標としているのである。「ナイキ」が所有または取引の行う700以上の工場(50カ国以上)の管理をしているのである。そのために、工場の内外部からの管理体制を設け、問題がある場合は規則に従い改善しているのである。 

2-3-3 労働問題に関するCSRの達成目標 

自社の労働に関するCSRの達成目標は8つある。1つ目は、労働者の目線で物事を見ることである。2つ目は、労働者は自らの権利と会社の規則を意識することである。3つ目は、労働者の権利と会社の規則を尊重する工場とビジネスをすることである。4つ目は、しっかりと認められたガイドラインと有効なツールをマネージャーに提供することである。5つ目は、各種基準の範囲内にあるかどうかを管理することである。6つ目は、持続的にコンプライアンスの修正をすることである。7つ目は労働者、マネージャーなどの皆に尊敬を払うことである。8つ目は何をしているか、どんな難局に直面しているかに関して明らかにすることである。これらからも分かるように、「ナイキ」では企業・マネージャー・労働者など会社関係者を互いに尊重しあうことによって、労働問題を改善しているのである。 
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